
赤：既存の区域（製迫業等）
※復興産業案積区域に含まれる第一樺住居再用地域は除く。

ただし、 当該計画が認定された時点において、 既に車業
所が立地している区域については復典産業案浜区域に含
める。

育：追加する区域（製造業等）
緑：農林業関連産業の区域
黄：水産関運産業の区域

゜

1:200 000 
， 

一

3 6 

km 

12 

いわき市に係る区域については、適用を令和３年３月31日限りとする。



ふくしま産業復興投資促進特区
復興産業集積区域 概括図（相馬市）
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追加分の集積区域（製造業等）

農業関連産業、林業

水産関連産業

【凡 例】
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既存の集積区域（製造業等）

19

16

水2

5

9

14

7

相馬市に係る区域については、適用を令和３年３月31日限りとする。



㊴

凡 例

既存の集積区域（製造業等）

既存の集積区域（農業関連産業、林業）

追加する集積区域（製造業）

「ふくしま産業復興投資促進特区」
復興産業集積区域概括図（田村市）
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田村市に係る区域については、適用を令和３年３月31日限りとする。



「ふくしま産業復興投資促進特区」
復興産業集積区域 概括図

（南相馬市）

「凡 例」
赤：既存の区域（製造業等）
青：追加する区域（製造業等）
緑：農業関連産業、林業の区域
黄：水産関連産業の区域
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南相馬市に係る区域については、適用を令和３年３月31日限りとする。
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復興産業集積区域図

ふくしま産業復興投資促進特区

復興産業集積区域 概括図（広野町）

箒平地区

赤：既存の区域（製造業等）

青：追加する区域（製造業等）

緑：農業関連産業の区域
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広野町に係る区域については、適用を令和３年３月31日限りとする。



楢葉町に係る区域については、適用を令和３年３月31日限りとする。


